
その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 中央図書館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

曙町２－３６－２

1

1年未満

0

□■ 1年度分4,867.68 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より図書館と女性総合センターを分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 252

1 2 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 463

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 464

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

95.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

■ MJ

その他（LPG）

その他（産業用以外の蒸気）

その他（温水）

その他（冷水）

0.0 45.00

■ MJ 187,610.0 1.36

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

255.1 0.0600 11.3

■ MJ 1,342,789.0 1.36 1,826.2 0.0600 80.6

0.0 0.4890

1,671,797.0 1.36 2,273.6 0.0600

0.4890 0.0

100.3

電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

271.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 554,825.0 9.76 5,415.1 0.4890

2,304.0 0.2660

9,770.1

2,329.0

0.6

0.9

kWh

m3

463.4

0.4000

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C110 余熱利用による早めの空調停止

昼休み時の消灯の実施

C108 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C510 その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より図書館と女性総合センターを分けて報告

702.2

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 上砂図書館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

上砂町１－１３－１

3

1年未満

0

□■ 1年度分669.00 m2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より図書館と児童館等を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 16

1 2 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 32

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 32

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

47.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

32.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 67,256.0 9.76 656.4 0.4890

392.0 0.2660

656.4

392.0

0.1

0.2

kWh

m3

32.9

0.4000

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C110 余熱利用による早めの空調停止

昼休み時の消灯の実施

C108 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C510 その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より図書館・会館と児童館等を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 多摩川図書館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

富士見町６－５１－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分687.27 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より図書館と学童保育所を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 13

1 2 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 27

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 27

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

39.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

27.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 55,313.0 9.76 539.9 0.4890

207.0 0.2660

539.9

207.0

0.1

0.1

kWh

m3

27.0

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C110 余熱利用による早めの空調停止

昼休み時の消灯の実施

C108 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C510 その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

今年度の報告より図書館と学童保育所を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 若葉図書館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

若葉町３－３４－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分1,119.26 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 39

1 2 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 76

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 76

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

67.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

17,123.3 45.00

□ L 0.0 36.70

770.5 0.0136 38.4

□ kg 14.4 50.80 0.7 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

38.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 78,453.0 9.76 765.7 0.4890

715.0 0.2660

1,537.0

715.0

0.2

0.3

kWh

m3

76.8

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

排出状況の整理・分析・提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A207

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握 過去のデータによる傾向の把握

所内で温暖化対策情報の提供

設備ごとに詳細に把握

B106

A211

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C108

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止 C123 温湿度の適正管理

C215 冷凍冷蔵庫の適正温度表示・設定 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C129 季節に応じた温度設定の見直し

C202

C214

バックヤードのこまめな消灯

調理器具等の効率的な使用法表示

換気フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C217

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

D104 空調フィルターの清掃・点検

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E109

E141

空調の冷温水配管の保温の実施

太陽光発電設備の導入

E122 給湯の温水配管の保温の実施

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市滝ノ上会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

富士見町４－１６－１０

1

1年未満

0

□■ 1年度分648.29 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 12

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 24

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 24

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

6,040.6 45.00

□ 0.0

271.8 0.0136 13.6

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

10.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 21,510.0 9.76 209.9 0.4890

232.0 0.2660

481.8

232.0

0.1

0.1

kWh

m3

24.1

0.4000

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市こんぴら橋会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

砂川町３－２６－１

3

1年未満

0

□■ 1年度分616.48 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 18

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 18

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

29.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（）

その他（）

その他（）

3,789.3 45.00

□ 0.0

170.5 0.0136 8.5

□ kg 77.2 50.80 3.9 0.0161 0.2

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

9.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 20,045.0 9.76 195.6 0.4890

134.0 0.2660

370.1

134.0

0.0

0.1

kWh

m3

18.5

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市高松会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

高松町２－２５－２６

1

1年未満

0

□■ 1年度分357.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 4

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 9

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 9

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

2,270.7 45.00

□ 0.0

102.2 0.0136 5.1

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

4.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 9,343.0 9.76 91.2 0.4890

84.0 0.2660

193.4

84.0

0.0

0.0

kWh

m3

9.7

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市こぶし会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

幸町５－８３－１

0

1年未満

0

□■ 1年度分1,275.05 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 34

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 66

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 66

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

51.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

10,269.7 45.00

□ 0.0

462.1 0.0136 23.0

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

43.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 88,900.0 9.76 867.7 0.4890

473.0 0.2660

1,329.8

473.0

0.1

0.2

kWh

m3

66.5

0.4000

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

E136 デマンドコントローラの設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市羽衣中央会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

羽衣町２－２６－７

2

1年未満

0

□■ 1年度分813.65 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 12

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 25

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 25

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

30.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

4,355.7 45.00

□ 0.0

196.0 0.0136 9.8

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

15.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 31,346.0 9.76 305.9 0.4890

170.0 0.2660

501.9

170.0

0.0

0.1

kWh

m3

25.1

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市天王橋会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

8

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

一番町３－６－１

3

1年未満

0

□■ 1年度分636.35 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 8

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 16

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 16

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

25.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（）

その他（）

その他（）

3,347.5 45.00

□ 0.0

150.6 0.0136 7.5

□ kg 22.7 50.80 1.2 0.0161 0.1

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

8.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 17,938.0 9.76 175.1 0.4890

99.0 0.2660

326.9

99.0

0.0

0.0

kWh

m3

16.4

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市柴崎会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

9

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

柴崎町１－１６－３

2

1年未満

0

□■ 1年度分885.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 14

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 27

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 27

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

30.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

4,736.6 45.00

□ 0.0

213.1 0.0136 10.6

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

16.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 34,547.0 9.76 337.2 0.4890

220.0 0.2660

550.3

220.0

0.1

0.1

kWh

m3

27.5

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市さかえ会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

栄町４－６－２

0

1年未満

0

□■ 1年度分749.47 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 16

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 32

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 32

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

42.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

6,392.5 45.00

□ 0.0

287.7 0.0136 14.3

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

18.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 37,723.0 9.76 368.2 0.4890

655.0 0.2660

655.8

655.0

0.2

0.3

kWh

m3

32.8

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市西砂会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

1

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

西砂町５－１１－１３

3

1年未満

0

□■ 1年度分559.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 9

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 19

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 19

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

33.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

2,787.8 45.00

□ 0.0

125.5 0.0136 6.3

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

13.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 26,730.0 9.76 260.9 0.4890

133.0 0.2660

386.3

133.0

0.0

0.1

kWh

m3

19.3

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 砂川学習館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

砂川町１－５２－７

3

1年未満

0

■□ 1年度分1,390.61 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

建替えに伴い年度途中で休館

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

3.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

5.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 11,670.0 9.76 113.9 0.4890

107.0 0.2660

113.9

107.0

0.0

0.0

kWh

m3

5.7

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E136 デマンドコントローラの設置

建替えに伴い年度途中で休館

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西砂学習館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

西砂町６－１２－１０

3

1年未満

0

□■ 1年度分1,619.23 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 25

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 50

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 50

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

30.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 104.9 50.80 5.3 0.0161 0.3

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

49.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 101,669.4 9.76 992.3 0.4890

642.5 0.2660

997.6

642.5

0.2

0.3

kWh

m3

50.0

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E136 デマンドコントローラの設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 錦学習館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

錦町３－１２－２５

2

1年未満

0

□■ 1年度分1,965.97 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 41

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 80

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 80

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

40.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

16,723.1 45.00

□ 0.0

752.5 0.0136 37.5

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

42.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 87,056.8 9.76 849.7 0.4890

869.1 0.2660

1,602.2

869.1

0.2

0.3

kWh

m3

80.1

0.4000

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E136 デマンドコントローラの設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 幸学習館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

幸町２－１－３

0

1年未満

0

□■ 1年度分1,282.04 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 25

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 49

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 49

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

38.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

9,873.4 45.00

□ 0.0

444.3 0.0136 22.2

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

27.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 55,382.0 9.76 540.5 0.4890

774.0 0.2660

984.8

774.0

0.2

0.3

kWh

m3

49.2

0.4000

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E136 デマンドコントローラの設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市歴史民俗資料館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

富士見町３－１２－３４

1

1年未満

0

□■ 1年度分1,708.24 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 15

1 3 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 30

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 30

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

4,497.8 45.00

□ L 0.0 36.70

202.4 0.0136 10.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

20.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 41,516.0 9.76 405.2 0.4890

322.0 0.2660

607.6

322.0

0.1

0.1

kWh

m3

30.4

0.4000

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C110 余熱利用による早めの空調停止

昼休み時の消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C108 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 川越道緑地古民家園

事 業 所 番 号 A 1 0 0 61

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

幸町４－６５

0

1年未満

0

□■ 1年度分444.18 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1

1 3 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 2

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

4.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

50.3 45.00

□ L 0.0 36.70

2.3 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

2.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 4,550.0 9.76 44.4 0.4890

175.0 0.2660

46.7

175.0

0.0

0.1

kWh

m3

2.3

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

昼休み時の消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 高松図書館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 71

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

高松町３－２２－５

1

1年未満

0

□■ 1年度分341.00 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 10

1 2 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 21

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 21

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

61.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

353.8 45.00

□ L 0.0 36.70

15.9 0.0136 0.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

20.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 41,332.0 9.76 403.4 0.4890

198.0 0.2660

419.3

198.0

0.1

0.1

kWh

m3

21.0

0.4000

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

C110 余熱利用による早めの空調停止

昼休み時の消灯の実施

C108 温度計等による室温の把握と調整

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C510 その他設備の不使用時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 高松学習館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 71

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 □ ■

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

高松町３－２２－５

1

1年未満

0

□■ 1年度分1,044.20 m2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 33

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 64

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 64

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

61.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス ■ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

1,083.6 45.00

□ 0.0

48.8 0.0136 2.4

□ 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

61.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） ■ kWh 126,572.0 9.76 1,235.3 0.4890

606.0 0.2660

1,284.1

606.0

0.2

0.2

kWh

m3

64.3

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

C504 利用状況に応じた空調の設定変更

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

D104 空調フィルターの清掃・点検
設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E136 デマンドコントローラの設置

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市学校給食西共同調理場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 71

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

2

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

泉町１１５６－１４

1

1年未満

0

□■ 1年度分4,605.00 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

7 7

報告範囲の主たる用
途

□

■

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 502

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 972

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

16

総　計（④=②+③） 988

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

211.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

217,145.5 45.00

□ L 0.0 36.70

9,771.5 0.0136 487.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

485.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 993,270.0 9.76 9,694.3 0.4890

24,726.0 0.2660

19,465.9

24,726.0

6.6

9.9

kWh

m3

973.0

0.4000

16.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

排出状況の整理・分析・提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A207

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握 過去のデータによる傾向の把握

所内で温暖化対策情報の提供

設備ごとに詳細に把握

B106

A211

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C108

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止 C123 温湿度の適正管理

C215 冷凍冷蔵庫の適正温度表示・設定 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C129 季節に応じた温度設定の見直し

C202

C214

バックヤードのこまめな消灯

調理器具等の効率的な使用法表示

換気フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C217

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

D104 空調フィルターの清掃・点検

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E109

E141

空調の冷温水配管の保温の実施

太陽光発電設備の導入

E122 給湯の温水配管の保温の実施

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市学校給食東共同調理場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 71

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

3

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

泉町１１５６－１８

1

1年未満

0

■□ 1年度分4,724.23 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

7 7

報告範囲の主たる用
途

□

■

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

令和５年８月開設

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 428

2 1 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 831

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

21

総　計（④=②+③） 852

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

175.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

161,875.0 45.00

□ L 0.0 36.70

7,284.4 0.0136 363.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

467.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 956,920.0 9.76 9,339.5 0.4890

32,235.0 0.2660

16,623.9

32,235.0

8.6

12.9

kWh

m3

831.2

0.4000

21.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

■
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

排出状況の整理・分析・提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A207

A204 取組状況の点検体制の構築 A208 組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握 過去のデータによる傾向の把握

所内で温暖化対策情報の提供

設備ごとに詳細に把握

B106

A211

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C108

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止 C123 温湿度の適正管理

C215 冷凍冷蔵庫の適正温度表示・設定 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C129 季節に応じた温度設定の見直し

C202

C214

バックヤードのこまめな消灯

調理器具等の効率的な使用法表示

換気フィルターの清掃・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C217

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

D104 空調フィルターの清掃・点検

D106 ボイラ等の定期点検の実施

設備導入対策

E109

E141

空調の冷温水配管の保温の実施

太陽光発電設備の導入

E122 給湯の温水配管の保温の実施

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2023年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、
⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。

※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市上砂会館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 71

事 業 所 等 の 所 在 地

3

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 東京都立川市

上砂町１－１３－１

3

1年未満

0

□■ 1年度分1,134.35 m2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
における細分類番号

8 2

報告範囲の主たる用
途

□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

今年度の報告より図書館・会館と児童館等を分けて報告

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 29

1 9 連鎖化事業区分 非該当
直営
店

□ 加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 55

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排
水に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 55

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積
当たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

48.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

23.2 45.00

□ L 0.0 36.70

1.0 0.0136 0.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,137.2 0.4890

0.0

0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業
者

の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） ■ kWh 114,067.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

55.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.4890

664.0 0.2660

1,138.3

664.0

0.2

0.3

kWh

m3

55.8

0.4000

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

設備導入対策

今年度の報告より図書館・会館と児童館等を分けて報告

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


